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2026年 5月 11日 

報道関係者各位 

  慶應義塾大学 

 

ポストコロナでのデジタル技術と就業者の実態に関する研究 

－「第 4回デジタル経済・社会に関する就業者実態調査」（速報）－ 

 

 慶應義塾大学経済学部の大久保敏弘教授は、NIRA総研と共同で、コロナ禍およびポストコロナにお

ける就業者の実態を明らかにするため、2020年 4月の感染拡大初期よりこれまで 13 回にわたりアン

ケート調査を実施してきました。このたび、ポストコロナにおけるデジタル技術の社会実装の状況や、

デジタル技術が就業者の働き方・生活・意識に与える影響、および、2026年 2 月に実施された衆議院

選の投票行動を把握することを目的とした「第 4回デジタル経済・社会に関する就業者実態調査」を

実施し、その速報結果を公表しました。 

 本調査の主な結果（速報）は以下の通りです。  

【テレワーク利用率は低下、2020年 4月以降で最低水準に】 

全国の利用率は 12％（東京圏1 18％）となり、2020年 4月以降で最も低い水準となりました。 

【生成 AIの業務利用は急速に拡大、現場への浸透が進行】 

仕事で生成 AI を定期的に利用している人は 27％、一度でも利用したことがある人は 39％となり、

2023年 10月以降、一貫して上昇しています。また、利用者の 74％が業務効率の向上を実感してい

ます。 

【デジタル技術の仕事への影響については不安と期待が併存】 

生成 AIによるスキルの陳腐化に不安を持つ人は 25%、そうは思わない人は 30%で、見解は分かれて

います。一方、長期的には AIが良い仕事を生み出すと期待する人は 25%にのぼり、否定的な回答を

上回りました。 

【外国人労働者の受け入れ拡大や外国人による不動産取得には否定的な見方が目立つ】 

外国人観光客の増加は肯定的に受け止められる一方、外国人労働者の受け入れ拡大には否定的な見

方がやや強く、外国人による日本の不動産・資産購入には制限を求める声が強まっています。 

【社会保険料の負担軽減への肯定が高く、財政規律への関心もみられる】 

政策への選好では、社会保険料の負担軽減への肯定が他の項目に比べて最も高くなりました。財政・

税制関連では、生活負担の軽減を求める一方で、財政健全化を重視する意見もみられます。 

【2026年衆院選の投票行動における最大争点は「物価高」】 

比例投票先を決める際に重視した政策では、「物価高騰対策」が前回調査に続き最大の争点となり

ました。一方、防衛・安全保障政策への関心は前回よりやや高まっています。 

 

 

1．研究背景 

 コロナ禍を経て、デジタル経済の進展が加速し、世界は新たな経済・社会システムの構築に向けて

変革を続けています。就業者の働き方や意識は、社会状況の変化とともに大きく揺れ動いており、こ

うした変化を時系列で継続的に記録・分析することは、現在の政策に対する客観的なエビデンスを提

供するだけでなく、将来的に過去の政策を検証する上でも重要な取り組みです。 

 
1 東京圏とは、東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県を指します。 
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このような認識のもと、慶應義塾大学と NIRA 総研は、今回の調査を含め、コロナ禍およびポスト

コロナにおける計 14 回の就業者調査を実施してきました。これまでの調査に 1 回以上参加した人は

26,848 人にのぼり、うち 10回以上参加している人も 5,500人以上に達しています。このため、個人

単位での就業行動や意識の変化を把握できる貴重なパネルデータが得られています。 

 

 

2．研究内容・成果 

全国のテレワーク利用率は、2020年 4～5月の第 1 回緊急事態宣言時に 25％（東京圏在住者 38％）

まで急上昇したものの、同年 6月の宣言解除後には 17％（同 29％）へと低下しました。その後は 2022

年 12月までおおむね横ばいで推移し、2023年 3月に 13％（同 23％）へと再び低下しました。以降は

おおむね安定的に推移してきましたが、2026 年 2月には 12％と、2020年 4月以降で最も低い水準と

なりました。東京圏でも同様の傾向がみられ、2026 年 2 月時点で 18％となっています。産業別では

「製造業」で低下幅が最も大きく、職業別では「管理的職業従事者」「専門的・技術的職業従事者」「事

務従事者」で低下が目立ちます。 

仕事で生成 AI を定期的に利用している人は 27％、一度でも利用したことがある人は 39％となり、

2023 年 10 月以降、利用率は一貫して上昇しています。用途は「情報収集・検索」「文章生成」「文章

要約」「文章校正・編集」が多くなっています。定期利用者の 74％は、生成 AI によって仕事効率が向

上したと回答しています。 

個人情報保護やデータ越境移転については、「個人情報の提示に不安を感じる」「データセキュリテ

ィに細心の注意をしている」とする人がいずれも 40％強でした。さらに、個人情報・顧客データの国

内管理や、海外企業による国外持ち出しへの政府規制を求める回答は 2022 年 6 月時点より上昇して

おり、データの所在や越境移転に対して慎重な見方が強まっています。 

デジタル技術の仕事への影響については、生成 AI によって自分のスキルが時代遅れになることへ

の不安を持つ人が 25％いる一方、そうは思わない人も 30％おり、見方は分かれています。また、長

期的には AI が仕事を壊すよりも良い仕事を新たに生み出すと考える人は 25％で、否定的な回答を上

回りました。仕事上のストレスや利用圧力を感じる人は 10％台にとどまり、具体的な負担感は現時点

では大きくありません。 

外国人の受け入れや経済活動に関する認識については、外国人観光客の増加を日本経済にとって

「良いことだ」とする回答が 36％で、「悪いことだ」の 19％を上回りました。一方、外国人労働者の

雇用については、「日本人の雇用を守るために減らすべきだ」が 27％、「人手不足を解消するために増

やすべきだ」が 22％となり、受け入れ拡大に対しては肯定的な見方よりも否定的な見方がやや強い結

果となりました。また、外国人による日本の不動産・資産購入については、「制限されるべきだ」が

53％となり、2024 年 12 月の 44％、2025 年 7 月の 49％から上昇しています。さらに、外国人の日本

国籍取得要件を厳しくすることへの肯定も 48％となり、否定的な回答の 12％を上回りました。 

政策・政治課題への選好では、「社会保険料の負担を軽減する」への肯定が 54％と最も高くなりま

した。財政・税制関連では、「給付付き税額控除」への肯定が 39％、「財政健全化の優先」が 36％、

「消費税率を 0％にする」が 33％、「積極財政」が 30％でした。生活負担の軽減を求める一方で、財

政健全化を重視する見方もみられ、財政運営をめぐる選好は単純な「拡張」対「緊縮」では捉えきれ

ないことがうかがえます。 

2026 年 2 月の衆議院議員総選挙について、比例投票先を決める際に重視した政策をみると、「物価

高騰対策」が第 1～第 5 順位の合計で 58％と最も高くなりました。前回の参院選時調査と比べても、

物価高対策は引き続き最大の争点となっています。物価高や生活保障が中心的な争点である一方、防

衛・安全保障政策は前回の 26％から 30％へ上昇しており、関心がやや高まっています。 
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3．これまでの研究と今後の展開 

これまで大久保敏弘教授は、大規模自然災害における国際貿易や空間経済学の研究を国際共同研究

と国際学術ジャーナルへの掲載を中心に積極的に行ってきました。具体的には、阪神大震災における

企業の存続や生産性に関する実証研究（研究 1）、東日本大震災における企業の防災、BCPや互助が企

業活動の再開にどう影響するかに関する実証研究（研究 2）、関東大震災における横浜市内の企業にお

ける創造的破壊仮説に関する数量経済史研究（研究 3）、東日本大震災後の人々の幸福度の変化と原発

からの地理的な距離の影響（研究 4）、伊勢湾台風における企業の被災と復興・成長（研究 5）、関東大

震災における震災手形と企業金融（研究 6）、スペイン風邪における非医薬品介入政策の効果（研究 7）、

大規模火災と火災保険(研究 8)など、それぞれトップクラスの国際的な査証付き学術誌に掲載され、

論文の被引用数も多くなっています。 

今回の新型コロナウイルス感染症の蔓延は「広義の災害」とも位置付けられます。新型コロナウイ

ルス感染症の経済への影響に関連しては、本就業者調査を行い調査報告書としてまとめており（研究

8）、政策提言を行うためオピニオンペーパーを作成しています（研究 9～15）。また、本就業者調査を

用いて『Covid Economics』、『Asian Economic Papers』、『Vaccines』、『Information Economics and 

Policy』、『Japan and the World Economy』、『The World Economy』、『LABOUR』、『SSM - Population 

Health』といった国際的なジャーナルに成果が掲載されました（研究 16～24）。 
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